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Ⅰ．はじめに 

我が国は現在、⼈⼝減少や少⼦⾼齢化といった構造的な社会課題に直⾯している。また、
近年は、気候変動の影響等により激甚な気象災害が頻発しており、対応する⾏政課題が複
雑・多様化している。 

また、新型コロナウイルス対応において、地域・組織間で横断的にデータが⼗分に活⽤
できないことなど様々な課題が明らかとなったことから、こうしたデジタル化の遅れに対
して迅速に対処するとともに、「新たな⽇常」の原動⼒として、制度や組織の在り⽅等を
デジタル化に合わせて変⾰していく、⾔わば社会全体のデジタル・トランスフォーメーシ
ョン（DX）が求められている。 

⼀⽅で、これらに対応する地⽅公共団体では、職員数が平成 6 年をピークに減少してお
り、令和 6 年には平成 6 年と⽐べて約 14%減少している。また、地⽅公共団体全体で 1.8
兆円の財源不⾜が⽣じており、⾏政課題に対応する⼈員と財政⼒に課題を抱えている。 

このような厳しい状況下においても、地⽅公共団体は住⺠に対する⼀定の⾏政サービス
の質を維持することが求められていることから、今後は業務の効率化や先進技術の活⽤と
いった更なる DX の推進が急務であると⾔える。 

地⽅公共団体の財務データ作成に関する業務についても DX の推進が急務であり、その
中でも地⽅財政状況調査への回答については、国の決算統計システムに従前から使い勝⼿
に課題があり、作業が膨⼤であるという声が多く寄せされてきたところである。 

このような声を受けて、令和 5 年度に地⽅公共団体の財務データ作成業務のあるべき姿
について検討する調査研究を開始し、2 年間かけて検討を実施した。 

令和 5 年度は、地⽅公共団体が予算編成や決算のために導⼊している財務会計システム
に焦点を当て、地⽅財政状況調査や公会計の財務書類作成業務における職員の負担軽減と
効率化を図るための調査研究を実施した。この調査により、システムの現状や改善の⽅向
性について⼀定の知⾒を得ることができた。 

令和６年度は、前年度に把握した課題をさらに深堀りし、現⾏の決算統計システムに対
するニーズ・課題を深堀りし、ブラッシュアップすることで今後の改善の端緒となるべく
検討を⾏った。検討の中では、多数の地⽅公共団体や制度官庁である総務省の協⼒を得て
実務検討会を開催し、参加者との意⾒交換を⾏うことで、地⽅公共団体にとって業務負荷
が⼤きな業務として挙げられていた地⽅財政状況調査を中⼼に業務量や業務フローを確認
し、その改善の⽅向性についてとりまとめを⾏った。 

本報告書では、これらの調査研究の成果をもとに、地⽅財政に関するシステムの在り⽅
や今後の施策に関する具体的な提⾔を⽰す。本提⾔が国の次期決算統計システムの指針と
なることを切に願う。 
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Ⅱ．財務データ作成に関する現状 

地方公共団体は、予算編成や執行、決算のために財務会計システムを導入しており、地

方財政状況調査や公会計の財務書類の作成に当たり当該システムのデータを活用している

が、これらの業務に係る職員の負担が大きいことが課題となっている。 

そこで令和 5 年度には、地方財政状況調査業務、公会計業務などの財務データ作成事務

の負担軽減や効率化を図るため、「令和 5年度地方財政に関するシステムのあり方検討のた

めの調査研究」（以下「令和 5 年度調査」という。）を行った。 

令和 6 年度には当該調査の結果を踏まえ、課題と解決策を検討するため総務省が実施し

た「財務関係データの整備状況に関する調査」（以下「総務省調査」という。）の結果を活

用しつつ、深堀りすべき課題への追加の調査として「財務関係データ整備に関する業務量

等調査（追加調査）」（以下「令和 6 年度追加調査」という。）を実施した。 

本章では、それぞれの調査結果の概要を示す。 

 

１．令和 5年度調査 

（１）調査の概要 

令和 5 年度調査は、地方財政状況調査業務、公会計業務の負担軽減や効率化を図るため、

地方財政に関するシステムのあり方などについて必要な調査研究を行った。 

地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）における地方公共団体の区分ごとに、任意に複数

団体を抽出し、協力が得られた地方公共団体及び地方公共団体に対するヒアリング結果な

どを踏まえて選定したシステムベンダーに対するヒアリングを実施した。 

 

【ヒアリング対象】 

区分 団体数 

都道府県 2 

市町村 

指定都市 2 

中核市 2 

施行時特例市 2 

その他の市 3 

町村 3 

合計 14 

 

本調査では、地方公共団体の財務データに関する事務のうち、地方財政状況調査と地方

公会計に関するものについてヒアリングを実施した。質問事項は以下のとおりである。 

 

（ア）地方財政状況調査に関する質問事項 

1. 作成スケジュールについてご回答ください。 

2. 調査に対応する部署と対応に要する人員数についてご回答ください。 
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3. 国及び各都道府県市町村課への回答方法等について要望があればご回答くださ

い。 

4. 別添業務フロー図をもとに、庁内での作業分担についてご回答ください（例：③

④⑤は各部局の財務担当から集計、③～⑩まですべて財政部局で作業等）。 

5. 庁内で作業分担をしている場合、各課とのやりとりの方法・内容・作業分担にお

ける課題についてご回答ください。 

6. 別添業務フロー①の作業に当たって、決算統計と予算科目を整合させている場合

にはどの程度整合させているかをご回答ください（例：予算科目と決算統計上の

科目について一対一で対応している等）。 

7. 別添業務フロー④の作業について、財務会計システムのデータから分類・集計す

るに当たって手作業が必要となる部分について手作業が必要となる箇所と内容に

ついてご回答ください。 

8. 財務会計システムのデータから分類・集計するに当たっての課題と決算統計シス

テムへの要望についてご回答ください。 

9. 別添業務フロー⑤について、財務会計システムのデータ以外から調整が必要とな

ると思いますが、その箇所と内容についてご回答ください（例：１つの交付金が

複数の事業にまたがる場合の財源充当作業、１つの事業で現年事業分と繰越事業

分の調整等）。 

10. 別添業務フロー⑤に当たっての課題と決算統計システムへの要望についてご回答

ください。 

11. 別添業務フロー⑦について、財務会計システムと紐付けられない（紐付けていな

い）調査表を教えてください（例：調査表 31「基金の状況」）。 

12. 別添業務フロー⑦に当たっての課題と決算統計システムへの要望についてご回答

ください。 

13. 地方財政状況調査の各表について作成に要する工数及び負担感等について別紙に

てご回答ください。 

14. 地方財政状況調査への回答に当たっての全般的な課題と決算統計システムへの要

望についてご回答ください。 

 



5 
 

【別添】 Ｎ年度決算地方財政状況調査におけるシステムの業務フロー 

 

  

ベンダー

⑥表変換処理

財政担当課

財政担当課

財務会計システムにて ※機能差異によりフローが⼤きく異なる可能性あり

N年度決算状況調査の
調査表を財務会計シス
テムに反映

財務会計システムと紐付か
ない調査表への記⼊（基⾦
の状況など）

④を基に決算状況調査
⽤に歳⼊･歳出･財源充
当を調整

⑤を基に表⾏列形式に
変換･集計

電⼦調査表システム取
込⽤データの作成

全表の確認･表内検算･
表間突合
決算統計表完成

検収調書等を作成して
提出

財務会計システムにて ※機能差異によりフローが⼤きく異なる可能性あり

①予算情報⼊⼒
（※n-1年度作業）

予算情報の⼊⼒。
予算と決算を⼀定程度
紐付け。

予算執⾏情報を集計し、
決算額を確定

③予算執⾏状況の集計 ④決算集計

集計した決算額を財務
会計システムで決算区
分に割振り

財政担当課

②システム内の調査表を
最新化（※n+1年度作業） ⑤歳⼊・歳出・財源充当

⑦その他集計 ⑧表データ抽出

電⼦調査表システムにて ※総務省から配布

⑨全表確認 ⑩検収調書等作成・提出
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（イ）地方公会計に関する質問事項 

1. 作成スケジュールについてご回答ください。 

2. 公会計に対応する部署と対応に要する人員数についてご回答ください。 

3. 庁内での作業分担についてご回答ください。 

4. 地方財政状況調査とデータ連携をしている点についてご回答ください（例：地方

財政状況調査における普通建設事業費を資産とし、維持補修費を費用としてい

る）。 

5. 上記４のために自動化をしている点についてご回答ください。（例：財務会計シス

テム上で、地方財政状況調査における普通建設事業費と公会計における資産（土

地、建物等）の科目コードを紐付けている。） 

6. 日々仕訳の導入の有無と、その効果についてご回答ください。 

 

 

（２）調査の結果 

本調査で判明した地方財政状況調査及び地方公会計の業務に関する現状は以下のとおり

である。 

 

（ア）地方財政状況調査に関する現状 

(1) 作成スケジュール 

 ５月末に出納閉鎖した後、２週間から１ヶ月弱の期間で財務データ作成に関

する作業を実施し、決算統計に関する調査表を提出する必要がある。特に、

市町村においては、総務省に提出した調査表に加えて調査表に記載される数

値の増減分析や表間チェック機能を有する検収調書を都道府県に対して提出

する必要があり、極めて短期間に対応する必要がある。提出期限が早い都道

府県では６月半ばまでに調査表及び検収調書を作成する必要がある。 

 地方財政状況調査に回答する６月は、通常の決算作業や６月定例議会への対

応等も同時並行で実施することになることから同時期の業務負荷が特に大き

なものとなっている。 

 

(2) 調査に対応する部署と対応に要する人員数 

① 小規模地方公共団体の対応人員不足 

 小規模地方公共団体では、財政課の職員が１名で対応する場合も多いことか

ら、特に地方財政状況調査の回答時期の作業負荷が大きくなる傾向にある。 
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(3) 国及び都道府県への回答方法等に関する要望 

① 都道府県への報告方法 

 地方財政状況調査の回答に当たっては、国の決算統計システムにデータをア

ップロードするとともにほとんどの団体でエクセルデータを都道府県へメー

ル送付している。 

 都道府県によっては確定版の回答を印刷して提出を求めるところもある。メ

ール等でデータを提出する場合、国の決算統計システムにアップロードされ

たものとの同質性が担保されていない可能性があり、修正の都度、出力して

送付する必要があり、回答する地方公共団体の負担が大きくなる。 

 

② 各都道府県による検収や質問に対応するために作成する資料作成 

 地方財政状況調査で回答が求められる粒度よりもより細かい単位で都道府県

による検収調書等の作成を求められることがあり、それに対応するために作

業負荷が増大している場合がある。 

 

(4) 庁内での作業分担時の各課とのやりとりの方法・内容・作業分担 

① 各課が作成する資料の正確性の確保 

 地方財政状況調査の回答に当たって、庁内の各部署で作成する資料の精度が

異なっており、正確な内容の確認等のやりとりに時間を要する場合がある。 

 

② 各課作成資料の正誤チェックを含めたとりまとめ 

 都道府県や政令指定都市の場合、部局ごとに地方財政状況調査への回答内容

をとりまとめており、エクセルデータでの集計作業を行っている場合が多い。

財政担当課ではそれらの正誤チェックを含めた確認や問い合わせに時間を要

する場合がある。 

 また、エクセルデータにより、調査表の集計を行うことから様式に変更が生

じる場合やエラーが生じた場合の修正に時間を要する場合がある。 

 

(5) 【業務フロー①】決算統計と予算科目の整合の程度 

① 新規予算科目に対する費目設定 

 ヒアリングを行った地方公共団体のうち財務会計システムにおいて、決算統

計の作成支援機能を有している場合がある。財務会計システムにおける決算

統計の作成支援機能を活用している団体では、前年度から存在する予算科目

は前年度の地方財政状況調査の科目への読替が継続される機能を用いること

で省力化している。 
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② 予算科目と決算統計の費目の整合性に対する対応 

 ヒアリングを行った地方公共団体では、予算科目と地方財政状況調査の科目

が一対一で必ずしも整合しておらず修正が必要になっている。特に、目的別

の分類については修正が必要になる場合が多くなっている。 

 

【予算科目と地方財政状況調査の科目の対応関係】 

 

 

(6) 【業務フロー④】財務会計システムデータからの分類・集計における手作業箇所と

内容 

① 複数の性質・目的がある交付金等の分割・振分け作業が膨大 

 地方財政状況調査における性質・目的による区分、「臨時・経常」の区分や

「補助・単独」の区分が各地方公共団体の執行情報と整合していない場合は、

それらについて手作業で分割・修正といった作業が必要になる。 

 執行情報について財源情報がない場合が多く、その場合は別途補助金の精算

報告書等をもとに財源充当作業が必要になるが、根拠となる資料の様式がそ

れぞれ異なっており、それらを読み解くためにも多くの時間を要している。 

 

(7) 財務会計システムデータからの分類・集計における課題と決算統計システムへの要

望 
①  財務会計システムデータの取込みによる自動作成ができない 

 各地方公共団体は、財務会計システムから出力した情報をもとに、地方財政

地⽅財政状況調査の科⽬予算科⽬（例）
議会費議会費
総務費総務費
⺠⽣費地域振興費
衛⽣費⽂化観光産業費
労働費福祉費
農林⽔産業費⼦ども家庭費
商⼯費健康費
⼟⽊費⼟⽊費
警察費環境清掃費
消防費教育費
教育費公債費
災害復旧費諸⽀出⾦
公債費予備費
諸⽀出⾦
前年度繰上充⽤⾦

※⾚字は予算科⽬と地⽅財政状況調査の科⽬が⼀致している科⽬
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状況調査の様式に整合するようデータ調整作業を行っており、この作業に時

間を要している。調整作業を行ったデータを地方公共団体の財務会計システ

ムに取り込み、各表の作成を行う仕組みとなっているため、財務会計システ

ムデータの取り込みによって各表が自動作成されるような仕組みになってお

らず、データ調整に手間がかかる。 

 

② 端数調整処理に多大な時間を要する 

総務省の決算統計システムは、報告単位が千円単位となっているため、合計欄の

正確性や表間での数値の不一致を解消するために多大な時間を要している。 

 

③ エクセルデータの利便性が低い 

総務省の決算統計システムは、エクセルデータのマクロが多く組み込まれている

こともあり操作時の動きが遅く、入力時にデータが破損する場合もあり、入力に多

大な時間を要している。また、複数人が同時にファイルを編集することができず、

コピー＆ペーストもできない。総務省の決算統計システムを閉じると他のエクセル

データの資料も同時に閉じられてしまうといったこともあり、システムへの入力に

多大な時間を要することになる。 

 

(8) 【業務フロー⑤】財務会計システムのデータ以外から調整が必要となる箇所と内容 

① 内部における照会作業 

 人件費や人員数に関する情報については、財務会計システムデータ以外の情

報が必要になるため、別途担当部署に照会をかける必要がある。 

 

（9） 【業務フロー⑤】課題と決算統計システムへの要望 

① 調査表 地方単独事業（ソフト）の決算額の状況の質問事項の量 

 都道府県分は 97 表及び 98 表、市区町村及び各一部事務組合等分は 91 表及び

92 表として回答を求められる地方単独事業（ソフト）は質問事項が多く、回

答に際して多大な時間を要している。 

 

（10） 【業務フロー⑦】財務会計システムと紐づかない調査表 

① 財務会計システムの執行情報と調査表の記載内容の粒度の違い 

 地方公共団体における予算科目は、多くの場合、決算時計の調査表を念頭に

置いて設定されておらず、両者で集計単位の粒度が異なることから、予算の

執行情報をそのまま調査表に転記することができない。 

 多くの地方公共団体において手作業による集計が必要な調査表の情報は、性

質別区分や事業区分、財源情報のほか、普通建設事業費・維持補修費・物件
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費の区分、補助金（補助・単独）の区分、経常・臨時の区分、基金・地方債

の区分、人件費の按分が代表的なものである。地方公共団体の財務会計シス

テムで出力可能な情報よりも、決算統計で求められる情報の粒度の方が細か

く、財務会計システムの仕様を相当作りこまなければ、手作業を前提とした

対応にならざるを得ないといった課題がある。 

 特に、第 7 表から第 13 表までについては、財務会計システムのデータを１件

ずつ、手作業で目的別、性質別などに分類している団体もあり、非常に多く

の手作業での工数が必要となっている。第 7 表から第 13 表までとの表間突合

が必要な第 21 表から第 24 表についても、各表との整合性を図るための端数

処理に時間を要している。第 37 表についても、地方債区分別に集計し直す必

要が生じ、ミスが発生しやすくなっている。 

 

② 財務会計システムの改修の困難さ 

 ヒアリングを実施した都道府県では、財務会計システムの執行情報に性質別

区分や事業区分、財源情報などが紐づいておらず、財務会計システムから自

動で調査表を作成することができていない。財務会計システムと調査表を連

携するためにシステム改修を検討したが、更新に必要なイニシャルコストが

多額となることから断念した団体もあった。 

 政令指定都市においても、大半の調査表が財務会計システムと紐づいていな

いことから、都道府県に準じて作業工数が多くなっている。また、中核市、

施行時特例市、市町村でも団体規模が大きくなるほど予算科目を複雑に設定

する必要が生じ財務会計システムと紐づきが弱くなるが、予算編成の仕組み

や財務会計システムの仕様の工夫により作業の効率化ができている団体もあ

る。 

 

③ 調査表作成の精度 

 調査表の作成に当たり、地方公共団体の担当者は、地方財政状況調査表作成

要領などで調べながら調査表を作成しているが、経常と臨時の区分など、入

力判断に迷うことが多い。決算統計事務の経験が浅い担当者の場合、調査表

の精度が低くなってしまう可能性がある。 

 

（11） 【業務フロー⑦】課題と決算統計システムへの要望 

① 決算統計の作成要領の内容の充実 

 決算統計で求められる情報の粒度が細かいことから、財政部門が各部署に照

会する際の調査内容の説明や各部署からの回答のチェックに多くの工数がか

かっている。各部署での作業の効率化のためにも、地方財政状況調査表作成
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要領のほか、各団体において疑義が生じた事項に関する回答を決算統計シス

テム内で適時に参照できるとよい。 

 

② 決算統計の作成期限の見直し 

 市町村は、各都道府県に調査表を提出することになるが、都道府県によって

回答期限にばらつきがあり、決算統計資料の提出期限が早く、作業スケジュ

ールがタイトになっている団体がある。 

 

 

（イ）地方公会計に関する現状 

(1) 作成スケジュール 

① 財政健全化法に基づく指標算定のための資料作成スケジュールとの重複 

 地方公会計制度に基づく財務書類を翌年度予算に反映するために９月議会開

催までに財務書類を作成するスケジュールで業務を進める場合、財政健全化

法に基づく指標算定のための資料作成と作業時期が重複し、事務負担が大き

くなる傾向にある。 

 

② 固定資産台帳の更新の開始時期 

 一般会計等財務書類の作成を９月までに完了している団体は少数であるが、

いずれの団体も固定資産台帳の更新を期中から実施している点が共通してい

た。 

 日々仕訳を採用している団体は期中から固定資産台帳を更新しているため、

決算の早期化につながっているものと考えられる。また、期末一括仕訳を採

用している団体は、年度末前の 2 月から固定資産台帳の更新を開始している。 

 

(2) 公会計に対応する部署と対応に要する人員数 

① 公会計に対応する人員のリソース不足 

 団体の規模に関わらず多くの団体で公会計に対応する人員は主担当となる部

署が 2 名程度、町村では 1 名となっており、公会計に対応する人員のリソー

スが不足している状況にある。 

 

(3) 庁内での作業分担 

① 財務書類作成における作業分担の必要性 

 仕訳の入力作業又は固定資産台帳の更新作業について庁内での作業分担が十

分にできておらず、とりまとめ部署である財政課又は会計課の負担が重くな

るとともに、作業の属人化につながってしまっている。 
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② 庁内での作業分担における正確性の確保 

 財務書類の作成作業を庁内で分担するにあたっては、分担した作業の正確性

を確保する必要があり、とりまとめ部署での確認作業に時間がかかる。 

 

(4) 地方財政状況調査とデータ連携をしている点 

① 普通建設事業費と固定資産情報の連携 

 多くの団体で地方財政状況調査と公会計における固定資産情報の連携がなさ

れていない。 

 

(5) 日々仕訳の導入の有無とその効果 

① 日々仕訳の導入効果 

 ヒアリングを実施した団体のうち日々仕訳を導入している団体の多くで財務

書類の作成の早期化が実現されている一方で、日々仕訳の導入や財務書類作

成の早期化の実現によってどのような効果が導入団体にもたらされたかが不

明確であることが課題となっている。 

 

２．総務省調査 

（１）調査の概要 

地方公共団体における財務関係データの整備状況の現状を把握することを目的として、

総務省において都道府県、市町村を対象として実施。都道府県、政令指定都市については

全数、政令指定都市以外の市町村については各都道府県あたり 4～5団体程度から回答（計

339 団体）。ヒアリング事項は以下のとおりである。 

 

（ア） 地方財政状況調査に関する質問事項 

１．貴自治体の財務関係データと決算統計との紐付け状況について教えてくださ

い。 

（1）貴自治体の財務会計システム等において、予算編成時に整備する財務関係

データが決算統計とどの粒度まで紐付けしているか。 

【歳入】 

1.地方税の大区分（県税など） 

2.地方税の中区分（県民税など） 

3.地方税の小区分（利子割など） 

4.国庫支出金の内訳 

5.地方交付税の内訳（普通 or 特別 or 復興） 
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6.地方譲与税の内訳 

7.地方特例交付金等の内訳 

8.その他の歳入項目（手数料、寄附金など） 

 

【歳出】 

1.目的別の大区分 

（民生費など） 

2.目的別の中区分（社会福祉費など） 

3.性質別 

4.臨時・経常 

5.補助・単独 

6.歳出小区分（地単ソフト調査の粒度と同じ） 

7.普通会計か否か 

（2） (1)で紐付けられたデータであっても、決算統計調査時に仕訳直ししな

ければならない割合 

(3)具体的な箇所を教えてください。 

(4)  (3)の理由を教えてください。 

 

（イ） 地方公会計に関する質問事項 

２．貴自治体の財務関係データと地方公会計情報の紐付け状況について教えてく

ださい。 

(1)貴自治体の財務会計システム等において、予算編成時に整備する財務関係デ

ータが地方公会計上の仕訳と紐付けしているか（予算執行に伴い、自動的に地方

公会計の仕訳が行われる仕組みとなっているか）。 

(2) (1)で紐付けられたデータであっても、財務書類作成時に振直しをしなけれ

ばならない割合 

(3) (2)の理由を教えてください。 
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（２）調査の結果 

本調査の主な結果は以下のとおりである。 

 

（ア）地方財政状況調査に関する現状 

 地方公共団体の財務会計システム等において、予算編成時に整備する財務関

係データが決算統計との紐づけ状況について「○：すべて紐付いている 

△：すべてではないがゼロでもない ×：していない」の３つの区分で質問

した。 

 

 都道府県においては、歳入では「４.国庫支出金の内訳」、「５.地方交付税の

内訳」、「７.地方特例交付金等の内訳」の紐づけ度合いが低い。歳出では、

「４.臨時・経常」、「５.補助・単独」、「６.歳出小区分」の紐づけ度合いが低

い。 

 

【財務会計システムと決算統計との紐付け状況（歳入－都道府県）】 
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【財務会計システムと決算統計との紐付け状況（歳出－都道府県）】 
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 市町村においては、歳入では「４.国庫支出金の内訳」、「７.地方特例交付金等の内

訳」、「８.その他の歳入項目」の紐づけ度合いが低い。歳出では「３.性質別」、「４.

臨時・経常」、「５.補助・単独」、「６.歳出小区分」の紐づけ度合いが低い。 

 

【財務会計システムと決算統計との紐付け状況（歳入－市町村）】 
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【財務会計システムと決算統計との紐付け状況（歳出－市町村）】 

  

 

 地方公共団体の財務会計システム等において、予算編成時に整備する財務関係デー

タが決算統計と紐づけられていたとしても、地方財政状況調査の回答作成時に修正

（振り直し）が必要となっている状況について質問した。 

 大多数の団体が何らの振り直しを実施しており、主に歳出項目で振り直しが生じて

いる。 
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【振り直しの生じる割合（都道府県・市町村合計）】 

（単位：団体） 

 

有効回答数：298 団体 

 

【振り直しが生じる項目（都道府県・市町村合計）】 

（単位：団体） 

 

有効回答数：298 団体（複数回答可） 

 地方公共団体の財務会計システム等において、予算編成時に整備する財務関係デー

タが決算統計と紐づけられていたとしても、地方財政状況調査の回答作成時にどの

ような修正（振り直し）が生じているかについては、以下のとおりである。 
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【歳出】目的別分類の主な回答 

項目 具体例 

人件費等を目的別に振り

直し 

 事務分担に基づき人件費を目的別分類別に修正す

る。 

 児童手当を総務費から民生費に振り直す。 

 職員の児童手当について、目的別の大区分を民生

費に、中区分を児童福祉費に、性質別を扶助費に

振り直す。 

民生費の振り直し  社会福祉費を老人福祉費/児童福祉費に振り直す。 

 医療費助成について、給付対象者の実績に応じて

目的別の中区分を社会福祉費、児童福祉費、保健

衛生費に振り直す。 

 認定こども園関係経費の一部を民生費から教育費

に振り直す。 

 児童福祉費から１号認定分を幼稚園費へ仕訳す

る。 

 民生費災害救助費を総務費総務管理費に振り直

す。 

教育費の振り直し  教育費を衛生費に振り直す。 

 教育総務費を小学校費、中学校費、学校給食費に

振り直す。 

 教育費として予算計上していた放課後児童クラブ

に係る経費を、決算統計上では民生費へ振り直

す。 

 目的別の中区分において、市町村振興費を企画費

及び保健体育費-体育施設費等に振り直す。 

 目的別の中区分において、大学関係の経費を県の

予算上の整理（総務費-私立学校振興費）から決算

統計上の整理（教育費-総務教育費）に振り直す。

  

衛生費の振り直し  保健衛生費を清掃費に振り直す。 

 目的別の中区分において公衆衛生費の一部を結核

対策費へ振り直す。 

 一部事務組合の負担金を保健衛生費と清掃費に振

り分ける。 

 医療費助成について、給付対象者の実績に応じて

目的別の中区分を社会福祉費、児童福祉費、保健

衛生費に振り直す。 
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【歳出】性質別分類の主な回答 

項目 具体例 

物件費の振り直し  物件費を維持補修費または普通建設事業費に振り

直す。 

 修繕料を物件費と維持補修費へ振り直す。 

 解体に係る工事費について普通建設事業費から物

件費に振り直す。 

 保育所に係る物件費を扶助費に振り直す 

 100 万円以上の備品購入費について、性質を物件費

から普通建設事業費に振り直す。 

人件費の振り直し  職員の児童手当について、目的別の大区分を民生

費に、中区分を児童福祉費に、性質別を扶助費に

振り直す。 

 人件費を職員の採用区分別に分割を行う、会計年

度任用職員の期末手当をパートタイム分とフルタ

イム分で分割する。 

 常勤職員、会計計年度任用職員（フルタイム・パ

ートタイム、再任用職員）に振り直す。 

 人件費の一部を普通建設事業の事業支弁費に振り

直す。 

 「その他の手当」でまとまっているものを各区分

（各手当ごと）に振り直す。 

補助費の振り直し  性質別について、例えば「補助費等」であれば

「市町村に対するもの」「負担金寄附金」などに振

り直す。 

 

【歳出】臨時・経常の区分、補助・単独の区分、財源に関する主な回答 

項目 具体例 

臨時・経常の区分の振り

直し 

 性質・臨経の振り分け（予算：物件費・経常⇔決

算統計：普通建設事業費・臨時）をする。 

 国民健康保険事業繰出金の単独・補助、経常・臨

時への仕訳を行う。 

 臨時・経常の区分において、公債費の繰上償還金

を臨時に振り直す。 

 臨時・経常区分において支出内容によって振り直

す。 

補助・単独の区分の振り

直し 

 補助・単独（予算：その他に対する補助交付金・

単独⇔決算統計：その他に対する補助交付金・補

助）に振り直す。 

 補助・単独において、各分野の実績報告を基に財

務関係データの仕訳確認を行い、必要に応じて修
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項目 具体例 

正する。 

 歳出においても補助事業・単独事業の再調整が生

じる。（事業費の一部が補助だった場合、再調整が

必要） 

 特別会計への繰出金の補助・単独の区分を実態に

応じて振り直す。 

 一部事務組合への負担金を「臨時」「経常」分に分

割したり、「補助」「単独」分に分割する。 

財源（充当額、充当先修

正含む）の修正 

 歳入は財源の充当が紐づいておらず、財政課で全

て充当処理をしている。 

 特定財源の充当は、決算統計時にすべて手作業で

充当する必要がある。 

 予算上特定財源の充当は事業毎にしかできないた

め、性質別経費毎に振り分ける必要がある。 

 国県支出金の一部に充当先が無い場合、臨時一般

財源へ振り直す。年度毎に特別な指示がある歳入

について振り直す。 

 国費は交付金等の種別において仕訳の指示が複数

あるため要領に準じて仕訳する。 

 歳出事業に充当しきれない翌年度返還となった分

の国庫補助金等を一般財源等の臨時にする修正を

する。 
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３．令和 6年度追加調査 

（１）調査の概要 

総務省調査では特に地方財政状況調査に関する現状の業務について、予算編成時に整備

する財務関係データが決算統計と紐づけられていないことや、紐づけられていても振り直

しが生じる現状が確認された。 

そこで、特に地方財政状況調査に関して、業務負担の現状を深堀調査することとした。

調査に当たっては、地方公共団体やシステムベンダーへのヒアリングや議論が必要である

ことから、下記の者を構成員とする「地方公共団体の財務データ作成に関する業務・シス

テム改善に向けた実務検討会」を設置し、調査研究を実施した。 

 

構成員 オブザーバー 

a 県 

b 県 

c 県 

d 市 

e 市 

f 市 

g 市 

h 町 

総務省 

地方公共団体金融機構 

システムベンダー９社 

 

（ア） 地方財政状況調査に関する質問事項 

１．決算統計作成に関する業務量調査 

（１）業務フローごとの作業工数（人日） 

（２）業務フローごとに何割程度システム化・自動化されているか 

（３）業務フローごとに現時点でシステム化・自動化が困難な理由 

（４）業務フローごとに特に工数がかかる作業について、具体的作業内容・原

因・工数 

（５）業務フローごとの作業効率化の工夫 

２．「データ加工」業務に係る詳細調査（下記詳細調査項目について（１）～

（５）を調査） 

（１）システム上で何割程度振り分け設定できているか 

（２）システム上の振り分けができていない理由 

（３）システム上で振り分け済みのデータのうち何割程度事後的に振り直しをし

ているか 



23 
 

（４）振り分け直しの理由 

（５）作業効率化の工夫 

【詳細調査項目】 

【歳入】 

・地方税の大区分（県税など） 

・地方税の中区分（県民税など） 

・地方税の小区分（利子割など） 

・国庫支出金の内訳 

・地方交付税の内訳（普通 or 特別 or 復興） 

・地方譲与税の内訳 

・地方特例交付金等の内訳 

・その他の歳入項目（手数料、寄附金など） 

【歳出】 

・目的別大区分 

・目的別中区分 

・性質別 

・臨時・経常の別 

・補助・単独の別 

・歳出小区分（地単ソフト調査の粒度） 

・普通会計か否か 

【財源充当】 

・財源充当 

 

 

（２）調査の結果 

本調査の主な結果は以下のとおりである。 

 

（ア）地方財政状況調査における業務フローと業務量に関する現状 

 地方財政状況調査の業務フローは以下のとおりである。上段は決算統計の調査から

公表・活用に至るまで、国（総務省）側も含めた業務の全体フローであり、下段は

そのうち地方公共団体の回答作成に関する業務フローを①データ準備から⑤提出ま

での５工程に分けて示したものである。 
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 今回、業務フローの各工程別の業務量を構成員に調査した結果は以下のとおりであ

る。 

 

 

 いずれの団体も、②データ加工の工程の業務量が占める割合が多い。その理由は以

下のとおりである。 

 

 歳出の財源登録の際に、歳入は款レベルで登録。歳入の節レベルの充当は手

作業でエクセル様式を作成しており、作成、突合ともに時間を要している。 

 特に財源充当に伴う補単分けにより、人件費や物件費を５行以上に分割する

ようなケースがあるほか、扶助費については国補助の年度間調整により規定

の補助率どおりに補単分けができないケースがある等、前年度の作業を参考

にしてもなお苦労する部分が多い。 

 補単区分及び財源充当に関して、補助金の上限を超過した部分を単独とする

場合や、補助率を実績から把握する場合等、事後的な手作業での調整が多く

負担となっている。特に、近年は包括的な補助金が多く、関連部署や関連事

業が多くなってきていることから、財源充当作業が煩雑となっている。 

 

a 県 
b 県 
c 県 
d 市 
e 市 
f 市 
g 市 
h 町 
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（イ）データ加工の工程に関する調査 

 前述の総務省調査では、地方公共団体の財務会計システム等において、予算編成時

に整備する財務関係データが決算統計と紐づけられている（振り分けられている）

場合であっても地方財政状況調査の回答作成時に一部修正（振り直し）が必要とな

っていることが明らかとなった。また、業務量調査によって、当該振り直しを行う

「②データ加工」の工程の業務量が多いことが分かった。 

 そこで、予算編成時に整備する財務関係データが決算統計と紐づけられている（振

り分けられている）程度と、地方財政状況調査の回答作成時に一部修正（振り直し）

が必要となる程度について調査した。その結果は以下のとおりである。 

 

【システム上の振り分け割合（括弧内の数値は振り直しの割合）】 

 ※0～10 の 11 段階で回答 

 

 これによると、歳入科目については、ほとんどの科目で振り分けができており、ほ

ぼ振り直しが不要である一方、歳出科目については、ある程度の科目で振り分けで

きているが、事後的な振り直しが一定の割合で必要であることが明らかとなった。 

 また、財源充当（歳出の表の右端列）は、そもそも振り分けができていない自治体

が多く、振り分けていても事後的にすべて振り直していることが明らかとなった。 
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Ⅲ．財務データ作成に関する課題 

 

１．地方財政状況調査の主な課題 

地方公共団体の財務データ作成に関する現状について調査した結果、地方公共団体から

様々な意見が挙げられたところである。地方財政状況調査の主な課題は、決算統計作成に

関するものであり、次のとおり整理した。 

【決算統計作成に関する課題】 

課題①：用語の定義など回答に必要な情報・マニュアルが分散 

課題②：国や都道府県との質疑応答の内容が適時に共有されない 

課題③：国が定める分類へのデータ加工に多大な時間を要している 

課題④：複数人で同時編集できない 

課題⑤：単位未満の端数調整により、調査表間の整合性がとれない 

課題⑥：審査時に地方公共団体側と同一のデータを確認できない 

課題⑦：他団体比較や経年比較の情報が容易に収集できない 

課題⑧：結果公表までに時間がかかりすぎており、適時に活用できない 

課題⑨：健全化指標など、地方財政状況調査で回答した内容と同等の内容が 

再度照会される 

 

これらの課題への対応としては、「地方公共団体の事務負担の軽減」、「データ活用の利

便性向上を意識した改善策の整理が必要」であり、特に「課題③」の改善は大幅な事務負

担の経験につながるため、改善策の工夫が必要である。 

そこで、「課題③」に関するデータ加工に関する論点についてさらに深堀調査を行っ

た。 

 

２．決算統計業務フローの分析 

 地方公共団体の決算統計の調査から公表・活用に至るまでの業務について、前章の現状

分析を通じて各工程における課題を整理すると以下のとおりとなる。 
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（１）データ準備 

 マニュアル等に基づき決算統計作成に必要な情報を収集する工程である。 

【決算統計業務のフローと課題の関連】 

・用語の定義など回答に必要な情報・マニュアルが分散 

・国や都道府県との質疑応答の内容が適時に共有されない 

 

（２）データ加工 

 収集した情報等をもとに、日々の執行データ等を決算統計の定義に基づき「性質・目的」

区分や「補助・単独」区分などに分割・修正するとともに、各執行データの財源を整理す

る工程である。 

【決算統計業務のフローと課題の関連】 

・用語の定義など回答に必要な情報・マニュアルが分散 

・国や都道府県との質疑応答の内容が適時に共有されない 

・国が定める分類へのデータ加工に多大な時間を要している 

 

（３）集計・入力 

 加工したデータを決算統計の調査表にあわせて分類・集計、単位の調整を行う工程であ

る。 

【決算統計業務のフローと課題の関連】 

・複数人で同時編集できない 

 

（４）審査・検収 

 作成した調査表間の整合性を確認し、国や都道府県が求める結果の変動要因の分析等に

資する検収調書を作成する工程である。 

【決算統計業務のフローと課題の関連】 



28 
 

・複数人で同時編集できない 

・単位未満の端数調整により、調査表間の整合性がとれない 

・審査時に地方公共団体側と同一のデータを確認できない 

 

（５）提出 

 審査済となったデータを特定の様式に変換の上、決算統計システムを通じてデータを提

出する工程である。なお、検収調書は別途メール等で提出することになる。 

【決算統計業務のフローと課題の関連】 

・他団体比較や経年比較の情報が容易に収集できない 

・結果公表までに時間がかかりすぎており、適時に活用できない 

・健全化指標など、地方財政状況調査で回答した内容と同等の内容が再度照会さ

れる 

 

 以上を踏まえ、決算統計業務のフローと課題の関連を整理すると以下のとおりである。

これにより、各工程のどの部分で業務負荷が生じているか調査することで、業務負荷が生

じる主な課題が明らかになる。よって、検討会構成員の 8 団体に対して追加調査を実施し、

決算統計業務の定量的な分析を実施することとした。 

 

【主な課題と決算統計業務フローの関係】 
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３．決算統計業務の定量的な分析 

 次に、検討会構成員の 8 団体の各工程における業務量を改めて調査した。調査結果から

明らかになった特に改善すべき主な課題は、以下のとおりである。 

 

（１）データ加工業務の課題 

 いずれの団体も、「（２）データ加工」の工程の業務割合が多い。業務割合が多いことに

ついて、業務の詳細な流れをもとに要因等を分析したところ、地方公共団体保有データ

（執行データ等）と決算統計データとの紐付け状況の違いにより、データ加工の業務負荷

の多寡に違いが生じることが判明した。ただし、地方公共団体保有データ（執行データ等）

と決算統計データが紐付いていたとしてもデータ加工の業務量がゼロになっていないこと

に留意する必要がある。 

 

① 決算統計作成業務量 

 

② 地方公共団体保有データと決算統計との紐付け状況 

 

 

（２）データ加工業務の特徴 

 事前のデータ準備ができていたとしても、以下のような「事後的な紐付けの修正（振り

直し）作業」が一定程度発生している。よって、地方公共団体保有データ（執行データ等）

のデータの持ち方の工夫においても一定の限界がある。「データ加工」には、「変換」作業

と「修正」作業の２つの業務負担が内在しており、地方公共団体における業務負担が大き

くなっている原因である。 

 

a 県 
b 県 
c 県 
d 市 
e 市 
f 市 
g 市 
h 町 
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（３）決算統計業務フローの違いによるデータ加工における負担の違い 

 多くの団体で決算統計業務のフローのうち「データ加工」の作業時間の割合が大きくな

っている一方で、h 町は他 7 団体に比べて、業務の総量が少なく、業務総量のうち、デー

タ加工の占める割合が小さくなっている。この理由を検証するため、h 町と他 4 団体（市

町村のみ）の決算統計の作成事務に要した工数等の平均値と詳細比較を実施した結果は以

下のとおりである。 

 

 

 

  

■h 町 
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以上の結果を分析すると、以下の 3 つの特徴的な事項が確認された。 

 

特徴的な事項 両団体の差 

手順自体に差はないが工数は大きく異なる 手順のうち、特に「データ加工」工程の業

務量が異なる（4団体平均:47 人日・h町:4

人日）。 

「データ加工」のうち、変換後の歳入歳出

データの修正割合が異なる 

4 団体平均：歳入は細節、歳出は細々節ま

で予算科目が細かく設定されている。しか

し、目的、性質、補助・単独、臨時・経常

の情報を決算時に修正するものも多く、決

算時の作業が多い。 

 

h 町：予算科目は細々節単位で細かく設定

されている。目的、性質、補助・単独、臨

時・経常の情報が予算策定段階から整理さ

れており、決算時にこれらを修正する作業

が少ない。 

歳入データの歳出への財源充当の手法が異

なる 

4 団体平均：主に、前年度の計算結果を活

用して表計算ソフトで手作業で実施。 

 

h 町：財務会計システム内で前年度の充当

先情報が表示され、前年度情報を踏まえた

作業を実施。 

 

これらの結果を踏まえると、各団体の予算科目の粒度が細かく、決算統計で必要として

いる情報が予算策定段階で整理されていることや財源充当作業を実施時に前年度情報を効

率的に活用することで「データ加工」工程の業務負担が軽減されるものと考えられる。 
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４．現状の課題まとめ 

地方公共団体においては地方財政状況調査を筆頭に、財政状況の見える化等の文脈で、

毎年度、数多くの作業が発生しており、多大な負担感に係る指摘がなされているところで

ある。 

財務データ作成に関する現状から判明した具体的な課題をまとめると、以下のとおりで

ある。 

 

① 用語の定義など回答に必要な情報・マニュアルが分散 

② 国や都道府県との質疑応答の内容が適時に共有されない 

③ 国が定める分類へのデータ加工に多大な時間を要している 

④ 複数人で同時編集できない 

⑤ 単位未満の端数調整により、調査表間の整合性がとれない 

⑥ 審査時に地方公共団体側と同一のデータを確認できない 

⑦ 他団体比較や経年比較の情報が容易に収集できない 

⑧ 結果公表までに時間がかかりすぎており、適時に活用できない 

⑨ 健全化指標など、地方財政状況調査で回答した内容と同等の内容が再度照会され

る 

  

また、各課題を業務フローに紐づけると以下のとおりとなる。 

 

（参考）決算統計業務のフローと課題の関連 

 データ準備：事前準備として庁内各課への情報照会（課題①②） 

 データ加工：執行データを国のルールに基づき加工（課題①②③） 

 集計・入力：加工後のデータを集計し調査表にあわせて入力（課題④） 

 審査・検収：調査表間の整合性確認、国や都道府県への資料作成（課題④⑤⑥） 

 提出：国のシステムに提出（課題⑦⑧⑨） 

 

課題のうち、①②④⑤⑥は現行のシステムの使い勝手に起因する課題であり、システム

の改修により改善することが可能であると考えられる。また、③はデータ加工の工程にお

ける重要な課題であり、この工程の改善により大幅な事務負担軽減につながるため、改善

策の工夫が必要である。 

いずれの課題も、システムの改修や業務フローの見直しとともに、新しいシステムの利

用方法や活用方法の周知を行うことにより、地方公共団体への働きかけを通じて解決を図

ることができるものである。よって、課題解決に向けた基本的な方向性を地方公共団体に
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十分に周知することで対応することとする。  
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Ⅳ．現状と課題を踏まえた今後の方向性 

１．課題解決に向けた基本的な方向性 

「Ⅲ．財務データ作成に関する課題」で記載したとおり、現状の財務データ作成作業に

は、現在の国の決算統計システムの仕様に起因するものも含めて多くの課題があることが

明らかになった。認識した課題への対応について、実務検討会における議論や議論を踏ま

え、下記の 3 つのコンセプト（ワンスオンリー・シームレス・アクセシビリティ）に基づ

き改善策を検討した。 

 

 

 

（１）ワンスオンリー 

財政健全化指標など同様の内容を異なる調査で再度照会されることが地方公共団体職員

の負担となっている。そのため、1 度提出した内容は 2 度と提出させないという「ワンス

オンリー」の考え方で改善を検討することが必要と考えられる。 

国においては、デジタル手続法1においてデジタル化の基本原則としてワンスオンリーが

掲げられており、このことからも財務データの作成にあたってもこの考え方に基づいて改

善を検討することは必要なものと考えられる。 

 

（２）シームレス 

決算統計作業の中では、データ加工や調査表間の整合性を確保する作業に多大な時間を

要していることが地方公共団体の負担となっている。そのため、地方公共団体の予算執行

データを決算統計の科目への変換から国へのデータ提出までの労力を最小化するために、

 
 
1 情報通信技術の活⽤による⾏政⼿続等に係る関係者の利便性の向上並びに⾏政運営の簡素化及び効率化を図るための
⾏政⼿続等における情報通信の技術の利⽤に関する法律等の⼀部を改正する法律（令和元年法律第 16 号） 
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これらの作業をシームレスに実施できるように改善することが必要と考えられる。 

 

（３）アクセシビリティ 

現行の決算統計データについては、データの提出から公表までの期間が長く、適時に情

報を活用することが難しい。最新情報を入手して分析するためには各地方公共団体が独自

で他団体の情報等を収集し、分析する必要がある。これらの作業について地方公共団体の

負担となっている。そのため、各地方公共団体が提出したデータについて、容易にアクセ

スすることができ、かつ容易に分析できるように改善することが必要と考えられる。 

 

２．総務省の決算統計システムの見直し 

「Ⅲ．財務データ作成に関する課題」で記載した主な課題のうち現行の総務省の決算統

計システムの操作性に起因する課題については、決算統計システムの見直しが必要である。

この点、現行の総務省の決算統計システムは、保守の関係上、令和 10 年度に更新が予定さ

れている。 

 

そのため、システム更新により改善できる点については、システム更新時に改善を図る

必要がある。また、「１．課題解決に向けた基本的な方向性」で掲げた 3つの基本的な方向

性に基づく改善策を実施する際にも、システムを活用することが効果的であると考えられ

る。 

例えば、ワンスオンリーの実現にあたっては、地方公共団体が 1 度提出したデータを格

納するデータベースを構築する必要がある。 

財務データの作成作業から提出までをシームレスに実施するためには地方公共団体の予

算執行データを決算統計の科目への変換を効率的に実施するためのツールの作成や提出に

あたってデータの分類・集計を自動化するシステムを構築する必要がある。 

各地方公共団体が提出したデータについて、容易にアクセスすることができ、分析でき

るようにするためには、最新の決算統計データにアクセスするためのネットワークの構築

や分析のためのＢＩツールの作成が必要である。 

以上を踏まえると、3 つの基本的な方向性に基づく改善策の立案にあたっては、システ

ムを活用することを前提とする必要があり、改善策を令和 10 年度の国の決算統計システム

の見直しの際にシステムに反映することが必要である。 
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３．課題解決に向けた具体的な取り組み 

（１）ワンスオンリー 

ワンスオンリーの実現にあたっては、現在のように決算統計の帳票の様式に集計結果を

入力して提出するのではなく、集計前の個別データを提出する形に変更し、容易な検収・

審査や他の照会等へのデータ活用なども実現する仕組みを導入することが効果的と考えら

れる。 

具体的には、下図に記載のとおり円単位の予算執行データを次期決算統計システムで設

定する「標準的なデータ」の様式にコンバータを用いて変換・取込むことが考えられる。

取り込んだデータは、標準的なデータとしてデータカタログ2化されることで必要なデータ

を必要なタイミングで取り出すことが可能となり、ワンスオンリーが実現されることにな

る。また、円単位データで取り込むことになるため、千円単位への変換による端数調整処

理も不要となる。 

 

 

 

  

 
 
2 データを構成する特性や構造ごとに分類することを指す。ここでは、予算執⾏データの持つ⽬的別や性質別といった
特性ごとに分類して管理することを指す。 

・・・⾦額〜款会計会計年度

○円○○費○○会計20××

○円○○費○○会計20××

○円○○費○○会計20××

○円○○費○○会計20××

○円○○費○○会計20××

次期決算統計システム
■標準的なデータ（イメージ）■インプットデータ（イメージ）

細々節単位での
⼀意の番号が付
された仕様になる

原則として予算執⾏
データ単位を想定

新システム導⼊後は
「標準化されたデータ」を提出

財源充当などの対応も
今後検討

データカタログ

データカタログ化することで
ワンスオンリーを実現

千円単位
処理不要

・・・単独／補助経常／臨時性質別⽬的別コード⾦額会計年度

○○費○○事業○○事業○○費○○○円20××

○○費○○事業○○事業○○費○○○円20××

○○費○○事業○○事業○○費○○○円20××

○○費○○事業○○事業○○費○○○円20××

○○費○○事業○○事業○○費○○○円20××

コンバータ
・取込み

コンバータの実証事業を今後検討
各団体でコンバータを準備
負担軽減のためツールを提供
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（２）シームレス 

 地方公共団体の予算執行データを決算統計の科目への変換から総務省へのデータ提出

までをシームレスに実施するためには、地方公共団体の予算執行データを決算統計の科目

への変換を効率的に実施するツールを作成することが効果的であると考えられる。 

コンバータは下図のように地方公共団体が保有するデータを国が定める定義に沿ったデ

ータに変換できるツールである。これにより、地方公共団体の予算執行データの持つ款・

項・目・事業・細事業・節・細節・細々節等の項目を目的別、性質別、経常/臨時、単独/

補助といった決算統計で必要とされる各項目に変換し、不要な項目は除外することができ

る。 

コンバータの導入初年度は変換ルールを設定する作業が発生するが、翌年度以降は前年

度の変換過程の記録を活用することで変換作業を効率化することが可能となる。また、コ

ンバータにより変換された予算執行データは標準化されたデータの形式で提出され、標準

的なデータから自動的に分類・集計することで決算統計の帳票が容易に作成できるように

なり、シームレスな業務処理により財務データの作成作業が効率化されることになる。 
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（３）アクセシビリティ 

各地方公共団体が提出したデータについて、容易にアクセスすることができ、かつ容易

に分析できるようにするためには、最新の決算統計データにアクセスするためのネットワ

ークの構築や分析のためのＢＩツールを作成することが効果的であると考えられる。 

コンバータにより変換され、標準的なデータとしてデータカタログ化されたデータにつ

いて、クラウド環境下で国も地方公共団体も双方が必要なタイミングでアクセスし、ＢＩ

ツールを活用して必要な分析を容易に実施できるようにすることで、総務省の決算統計シ

ステムが利用しやすくなり、決算統計データの他団体比較・経年比較等、データ分析が効

率化されることになる。 
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（４）その他 

 上記（１）～（３）に記載した具体的な取り組み以外にも現行の国の決算統計システム

の操作性に起因する課題の解決策として、以下の 3 つの仕組みの導入が効果的であると考

えられる。 

 

 作成要領等は一つのページに集約し、質疑応答の結果をリアルタイムに共有で

きる仕組み（マイページ）を導入 

 質疑応答はシステム内のスレッド形式に集約し、担当者ごとの回答のブレを軽

減し、過去のやりとりも確認可能な仕組みを導入 

 複数人同時編集可能な仕様にするとともに、国・地方とで同じ情報を見ながら

対話・データ修正等が可能となる仕組みを導入 
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４．総務省の決算統計システムの見直しを踏まえた業務フローの改善 

 「３．課題解決に向けた具体的な取り組み」に記載の具体的な取り組みを実施すること

により、決算統計システムの全体構成は下記のように見直されることになる。 

 

また、決算統計システムの見直しにより、地方公共団体における決算統計システムの業

務フローも下記のように変化することになる。 

 

データ加工作業では、財務会計システムから出力した予算執行データについて、コンバ

ータを活用して変換することで効率化することになる。 

集計・入力作業では、コンバータにより標準的なデータの様式に変換され、標準的なデ

ータから自動的に分類・集計されることになるため、従来の業務フローでは必要であった

集計・入力作業が不要となる。 

審査・検収及び提出作業では、決算統計の帳票への入力もシステムにおいて容易に実施

することができるようになるため、調査票間の整合性の確認や決算統計の帳票への入力は

不要となる。 

 このように、3 つの基本的な方向性に基づいて国の決算統計システムを見直すことで決

算統計の業務フローも改善が見込まれるものと考えられる。 

（従来の業務フロー）

（今後の業務フロー） コンバータにより効率化
集計不要 決算統計の帳票への⼊⼒は不要

財務会計システム
からデータの出⼒
及び作業⽤データ

の収集

性質×⽬的等の
クロス集計を
実施したうえで
調査表に⼊⼒

国の決算統計
システムへの⼊⼒

調査表の整合性
等の確認作業

データ準備 データ加⼯ 集計・⼊⼒ 審査・検収 提出
【変換】
収集した情報等をもとに、⽇々の執
⾏データ等を決算統計の定義に基づ
き「性質・⽬的」区分や「補助・単独」
区分などに分割・修正するとともに、
各執⾏データの財源を整理

【修正】
左記の変換作業の結
果を実態に合わせて
修正

データ準備 データ加⼯ 集計・⼊⼒ 審査・検収 提出

【変換】
コンバータによる標準的なデータ様式へ
の変換（財源充当を含む）

標準的なデータの
様式でデータを

提出

財務会計システム
からデータの出⼒
及び作業⽤データ

の収集
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Ⅴ．効果的かつ効率的な財務事務を目指して 

１．将来的な財務データのあり方 

「Ⅳ．現状と課題を踏まえた今後の方向性」で記載したとおり、地方公共団体の予算執

行データを決算統計の科目への変換から総務省へのデータ提出までをシームレスに実施す

るためには、地方公共団体の予算執行データを決算統計の科目への変換を効率的に実施す

るツール（コンバータ）を作成することが効果的であると考えられる。 

コンバータにより事後的に執行データ等を標準的なデータに変換することが可能になる

が、コンバータを使用したとしても、予算編成時における決算統計への紐付けの状況が不

十分であると事後的な振り直しが必要となる場合もあり、更なる効率化のためには事前の

対応が必要である。 

すなわち、将来的には予算編成の段階から、決算統計につなげたデータ管理を意識する

ことが重要となる。事前に予算科目と決算統計の科目が一対一で対応するようなデータの

持ち方になるように、例えば予算科目に細々節を設定することで従来よりも細かい粒度で

予算科目体系を設計し、その区分に準拠した予算編成と予算執行を行うことが更なる効率

化につながると考えられる。 

 

 

Ⅵ．おわりに 

今回は主に地方財政状況調査に関する自治体の業務負担と調査結果の利活用に関する課

題について、調査を実施した。 

課題解決策の 1 つである標準的なレイアウトによるデータ集計、コンバータの活用は、

地方財政状況調査だけでなく、地方公会計の業務負担の課題にも対応しうると考えられる。

すなわち、地方公共団体の予算執行データを決算統計の科目へ変換された結果である標準

的なレイアウトによるデータを財務書類の作成に活用すること等は、今後検討の余地があ

る。 

 

 




